
○紀の川市有害獣被害防止対策事業補助金交付要綱 

平成１７年１１月７日 

告示第１１３号 

改正 平成２４年３月３０日告示第３３号 

平成２９年３月３１日告示第５２号 

令和３年６月２３日告示第１３６号 

令和７年２月２０日告示第１５号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、野生鳥獣による農作物被害を防止するため、紀の川市内に防護柵

等を設置し、有害獣被害防止対策事業（以下「事業」という。）を実施する農業者に

対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、紀の

川市補助金等交付規則（平成１７年紀の川市規則第４１号）に定めるもののほか、こ

の告示の定めるところによる。 

（補助対象及び補助額） 

第２条 補助の対象は、事業に要する経費のうち、次に掲げる経費とする。 

（１） 防護柵等の資材等の購入及び設置に要する経費 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が適正と認める経費 

２ 補助金は、前項各号に要する経費の２分の１以内とする。ただし、１，０００円未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てて得た額とする。 

３ 補助金の上限額は、２０万円とする。 

（交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、有害獣被害防止対策事業補助金交付申請

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（交付の決定及び通知） 

第４条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請を受けたときは、その内容を審査

し、適当と認めたときは、交付の決定を有害獣被害防止対策事業補助金交付決定通知

書（様式第２号）により申請者に通知する。 

２ 市長は、前項の決定について条件を付することができる。 

（補助金の遂行） 

第５条 農業者は、この告示並びに補助金の決定内容及びこれに付した条件に従い善良

な管理者の注意をもって補助事業等の目的達成に全力を尽くさなければならない。 

（補助事業者等の状況報告） 

第６条 農業者は、市長が必要に応じて補助事業等の遂行状況について報告を求めた場

合は、その状況を市長に報告しなければならない。 

（補助事業等の遂行の指示） 

第７条 市長は、前条の報告を求めた場合において、農業者がこの告示並びに補助金の



交付の決定内容及びこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、農

業者に対し補助事業等の適正な遂行を指示することができる。 

（変更・廃止及び中止） 

第８条 農業者は、第４条の規定による通知を受けた後において、変更・廃止及び中止

をする場合は、直ちに有害獣被害防止対策事業等計画変更・廃止・中止届（様式第３

号）を市長に提出しなければならない。 

（農業者の実績報告） 

第９条 農業者は、事業が完了したときは、有害獣被害防止対策事業実績報告書（様式

第４号）に市長が必要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、事業が完了したときは、その報告書を審査し、現地調査等を行い、

その報告に係る事業等の成果が補助金の交付内容及びこれに付した条件に適合するも

のであるか否かを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定す

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付すべき補助金の額と交付決定額との間に差異が生じ

た場合、有害獣被害防止対策事業補助金変更交付決定通知書（様式第５号）を農業者

に通知するものとする。 

（補助金の交付時期） 

第１１条 補助金の交付は、前条の規定により補助金の交付金額が確定した後に、これ

を行うものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 農業者は、補助金の交付を受けようとするときは、有害獣被害防止対策事業

補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、農業者がこの告示に従って事業を遂行していないと認めたときは、

補助金交付決定額の全部又は一部を取り消すことができる。 

（補助金の交付の手続に関する特例） 

第１４条 市長は、補助事業等の目的及び内容により必要がないと認めるときは、この

告示の規定による申請書、通知書その他の補助金等の交付手続に関する書類に記載す

る事項の一部又は書類の一部を省略することができる。 

（１事業箇所１回補助の原則） 

第１５条 この告示の定める補助金の交付を受けた事業箇所に対して重複し、又は再び

この告示による補助金は、市長が特に認める場合を除き交付しない。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 



この告示は、平成１７年１１月７日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第３３号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日告示第５２号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月２３日告示第１３６号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年２月２０日告示第１５号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後の紀の川市有害獣被害防止対策事業補助金交付要綱の規定は、

令和７年４月１日以後に支出した事業に要する経費について適用し、同月前に支出し

た事業に要する経費については、なお従前の例による。 

 


